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はじめに 

 

昭和 23 年３月７日に消防組織法が施行され、市町村消防を原則とする自治

体消防制度が誕生した。以来、市町村消防は地域住民の安全と安心を守るため、

日夜活動を続けてきた。 

これまでも市町村消防は、社会経済情勢の変化に伴う消防需要の増大や多様

化に対応するため、消防力の整備強化を図ってきたが、近年では、都市構造の

複雑化や、気候変動の影響等による自然災害の激甚化・頻発化、救急業務の高

度化、国民保護事案への対応の要請など、消防を取り巻く環境はより急速に変

化しつつある。 

 また、国立社会保障・人口問題研究所による将来推計では、日本の総人口は

今後大幅な減少が見込まれているが、その中で、本県については全国を上回る

ペースでの人口減少が推計されており、このまま人口減少が進行した場合には、

市町村の消防の財政や人員体制にも影響を及ぼすことが懸念される。 

一方で、本県の救急搬送人員数は令和４年には 10 万人に迫り、救急需要は

高齢化の進展により今後も増大することが見込まれている。 

市町村の財政等の状況が厳しさを増す中であっても、消防は、環境の変化に

対応し、今後も住民の生命、身体及び財産を守る責務を全うするため、これか

らの消防需要に対応できる体制を整備していかなければならない。 

国は、消防本部の規模の拡大により消防の体制の整備・確立を図ることを目

指して、平成 18 年に消防組織法を改正し、「市町村の消防の広域化に関する基

本指針」や、都道府県が定める推進計画の規定を加えて、消防の広域化を推進

することとした。また、平成 29 年には、消防の広域化にはなお時間を要する

地域においても消防力を強化していくため、消防事務の性質に応じて事務の一

部について柔軟に連携・協力を行う「消防の連携・協力」を推進することとし

た。 

本県においては、連携・協力のうち指令業務の共同運用について積極的に検

討を行っている市町村を支援するため、平成 31 年 3 月に「新潟県消防広域化

等に関する推進計画」を策定した。今回、その後の国の動きや県内の消防の状

況変化を踏まえ、学識経験者、県内消防本部及び関係機関からなる「消防広域

化等推進計画改訂検討委員会」での検討を経て、計画を改定することとしたと

ころである。 

この計画をもとに、市町村の現状や地域特性に応じ、消防体制の充実・強化

に向けた方策の検討が積極的に進められることを期待する。 
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第１ 自主的な市町村の消防の広域化の推進に関する基本的な事項 

１ 広域化又は連携・協力に関する経緯 

(1) 消防組織法の改正 

消防は、災害の大規模化、住民ニーズの多様化等に的確に対応する必

要がある。しかしながら、小規模な消防本部においては、一般的に財政

基盤や人員、施設、装備等の面で十分でなく、高度な消防サービスの提

供に課題がある場合が多い。 

このような現状から、消防の体制の一層の整備・確立を図るために市

町村の消防の広域化を推進することが必要と考えられてきた。 

そこで、平成 18 年に消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号、以下 

「法」という。）の一部が改正され、消防の広域化の理念及び定義、基

本指針に関すること、推進計画及び都道府県知事の関与等に関するこ

と、広域消防運営計画に関すること、国の援助等に関すること等が規定

された。 

改正後の消防組織法第 32 条第１項に基づき、消防庁は、平成 18 年７

月に「市町村の消防の広域化に関する基本指針」（平成 18 年消防庁告

示第３号、以下「広域化基本指針」という。）を定めた。この中で、広

域化を推進する期間については、平成 19 年度中には都道府県において

推進計画を定め、推進計画策定後５年度以内（平成 24 年度まで）をめ

どに広域化を実現することとされた。 

その後、平成 25 年４月、平成 30 年３月及び令和６年３月に広域化基

本指針の一部改正が行われ、現在の推進期限は令和 11 年４月１日とさ

れている。 

 

(2) 市町村の消防の連携・協力に関する基本指針の策定 

平成 29 年４月、消防庁は、消防の広域化はより積極的に進めていく 

こととする一方、消防の広域化にはなお時間を要する地域においても消

防力を強化していくため、消防事務の性質に応じて事務の一部について

柔軟に連携･協力を行う「消防の連携・協力」を推進することとし、

「市町村の消防の連携・協力に関する基本指針」（以下「連携・協力基

本指針」という。）を定めた。 

 

(3) 連携・協力基本指針の一部改正 

平成 30 年３月、消防庁は、連携・協力基本指針を一部改正し、都道 

府県が推進する必要があると認める自主的な消防の連携・協力の対象と
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なる市町村を、推進計画に定めるものとすることとした。 

その後、令和４年３月及び令和６年４月に連携・協力基本指針の一部

改正が行われ、現在の推進期限は、広域化基本指針と同様、令和 11 年

４月１日とされている。 

 

(4) 新潟県における消防の広域化等に関する検討 

県は、平成 19 年度に「消防の今後のあり方検討会」を開催し、同検

討会によって、県内７つの二次保健医療圏ごとの消防の広域化が検討の

たたき台として示された。 

各地域での検討の結果、本県では、市町村合併に合わせて消防の広域

化も促進されたため、直ちにこれ以上の広域化を進めないこととするこ

とから、推進計画策定は当面見送ることとし、市町村の自主的な検討が

なされる場合に県は支援することとした。 

その後、消防庁が新たに「連携・協力基本指針」を示し、連携・協力

についても一定の財政措置を講じられたこと、また、当時県内の一部の

消防本部において、指令業務の共同運用に係る検討が進められていたこ

とを踏まえ、まずは、連携・協力のうち指令業務の共同運用について積

極的に検討を行っている地域を重点的に支援するため、「新潟県消防広

域化等に関する推進計画」（本計画）を策定することとした。 

 

(5) 新潟県における消防救急無線のデジタル化に伴う検討 

県は、平成 24 年２月に「新潟県消防救急デジタル無線広域化･共同化

に係る全体計画」を策定した。同計画において消防救急無線の共同化を

検討したが、費用の低廉化が見込めなかったことから、各消防本部にお

いて無線施設設備の整備を実施し、消防救急無線の共同化は行わなかっ

た。 

 

２ 消防組織法等における広域化等の基本的考え方 

(1) 消防の広域化について 

ア  消防の広域化に関し消防組織法で定めている事項 

(ｱ) 市町村の消防の広域化の理念及び定義 

(ｲ) 消防庁長官による基本指針の策定 

(ｳ) 都道府県による推進計画の策定及び都道府県知事の関与等 

(ｴ) 広域化対象市町村による広域消防運営計画の作成 

(ｵ) 国の援助及び地方債の特別の配慮 
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イ 消防の広域化の前提 

消防の広域化は、消防の体制の整備及び確立を図ることを旨として

行わなければならないとされているため、広域化によって消防本部の

対応力が低下するようなことはあってはならない。 

なお、消防団は、今までと同様に市町村ごとに設置し、広域化の対

象ではない。 

 

(2) 消防の連携・協力について 

ア  消防庁の方針 

消防庁においては、消防の広域化について、消防体制の整備・確 

立に向けて最も有効な手段として推進していくとともに、消防の広

域化にはなお時間を要する地域においても消防力を強化していくた

め、消防事務の性質に応じて事務の一部について柔軟に連携・協力

を行う「消防の連携・協力」を推進することとしている。 

 

イ 市町村の消防の連携・協力に関する基本指針 

消防庁は、その方針を踏まえ、「消防の連携・協力の推進につい

て」（平成29年４月１日付け消防消第59号消防庁長官通知）を発出

し、連携・協力基本指針を示した。全国の都道府県・市町村に対し

ては、引き続き、消防の広域化を推進するとともに、本指針を踏ま

え、地域の実情に応じて、消防の連携・協力を推進するよう依頼し

た。 

 

３ 本計画について 

(1) 計画の策定 

本計画は、市町村の消防の連携・協力のうち、指令業務の共同運用に

ついて積極的に検討を行っている地域を重点的に支援するため、消防組

織法第 33 条で規定される「自主的な市町村の消防の広域化の推進及び

広域化後の消防の円滑な運営の確保に関する計画」として平成 31 年 3

月に策定したものである。 

 

(2) 計画の改定 

消防庁による広域化基本指針及び連携・協力基本指針の改正等を踏ま

え、学識経験者や消防機関代表等からなる「新潟県消防広域化等に関す
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る推進計画」改定検討委員会（令和５年 12 月設置）における検討を経

て、本計画を改定することとした。 

 

(3) 計画期間 

本計画の期間は、策定の日から令和 11 年４月１日までとする。 
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第２ 市町村の消防の現況及び将来の見通し 

１ 県内の消防体制の状況 

(1) 消防本部の現状 

新潟県では、昭和 23 年に消防組織法が施行され、自治体消防が発足 

して以来、消防体制の整備が進んだ。 

平成９年 10 月１日、横越町の常備化により、県内全 112 市町村にお 

いて 33 の消防本部により常備化が完了した。令和５年４月１日現在、

県内全 30 市町村で 19 の消防本部が設置されている。 

県内全 30 市町村のうち、14 市町が単独の消防本部を設置し、11 市町

村が共同で５つの一部事務組合を設置し、５町村が委託により消防事務

を行っており、計 19 の消防本部体制となっている。 

管轄人口規模別の消防本部の数は、管轄人口が 30 万人以上の規模の 

消防本部が１つ（新潟市消防局）、30 万人未満で 20 万人以上の規模が

２つ（長岡市消防本部及び上越地域消防局）、20 万人未満で 10 万人以

上の規模が１つ（新発田地域広域事務組合消防本部）、10 万人未満の

規模が 15 存在する。 

管轄面積は、最大が村上市消防本部で 1,483.65 ㎢、最小は見附市消 

防本部で 77.91 ㎢となっている。 

（資料編 表１「各消防本部の現況」参照） 
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新潟県の消防組織概要地図 
R5.4.1 現在 
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(2)  消防需要の動向 

ア  火災の状況 

県内の火災発生件数は長期的には減少傾向にあり、令和４年まで

の 10 年間における年間平均発生件数は 554 件となっている。また、

火災のうち７割程度を占める建物火災については、年間 350～400 件

程度で推移している。 

（資料編 表２「火災発生の状況」参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「火災報告取扱要領に基づく報告」（総務省消防庁）結果から作成 
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イ  救急の状況 

県内の救急出動件数及び搬送人員は、新型コロナウイルス感染症

の影響を受けた令和元年及び２年を除き、増加を続けており、令和

４年はそれぞれ 11 万件超、９万人超となっている。 

加えて、平均現場到着時間、平均収容所要時間についても延伸傾

向にある。 

（資料編 表３「救急業務の状況」参照） 
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(3) 消防力の状況 

消防庁は、市町村が火災の予防、警戒及び鎮圧、救急業務、人命の救

助、災害応急対策その他の消防に関する事務を確実に遂行し、消防の責

任を十分に果たすための必要な施設及び人員について、消防力の整備指

針（以下「整備指針」という。）を定めている。市町村は、必要な施設

及び人員について、この整備指針に基づき、地域の実情も考慮して、計

画的に整備を進めている。 

 

ア 消防車両 

整備目標に対する消防車両の充足率は、最新の調査によると、消

救急・救助の現況（総務省消防庁）から作成 
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防ポンプ自動車を始めとする主要な車両で、全て 100％以上となって

いる。（令和４年４月１日現在） 

 

イ 消防職員 

救急や災害時における救助など常備消防に求められる役割が増え

るとともに消防職員数も年々増加しているが、整備目標に対する消

防職員の充足率は、最新の調査によると、72.7％で全国平均より 6.8

ポイント低くなっている。（令和４年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 指令業務の現状 

ア 指令システムの導入状況 

令和５年４月１日現在、県内全ての消防本部において、管轄人口

規模に応じ、消防庁が定めた水準を満たした指令システムが導入さ

れている。 

 

イ 指令業務体制 

令和５年４月１日現在、指令業務を担当する全ての職員を専任職

員により配置している消防本部は、県内 19 本部中２本部となってお

り、これら以外の消防本部では、他の業務との兼務体制で指令業務

が実施されている。 

消防力の整備指針に基づく整備目標に対する達成状況 

消防施設整備計画実態調査（総務省消防庁）結果から作成 

（単位：％ 各年度とも４月１日現在）

本県 全国 差 本県 全国 差 本県 全国 差

消 防 ポ ン プ
自動車

111.6 98.4 13.2 114.3 97.7 16.6 100.6 98.9 1.7

は し ご 付 き
消防自動車

100.0 88.0 12.0 93.9 88.2 5.7 94.1 86.4 7.7

化 学 消 防 ポ
ンプ自動車

103.4 92.4 11.0 97.0 90.7 6.3 88.2 85.7 2.5

救急自動車 100.0 96.9 3.1 99.2 96.3 2.9 97.7 94.3 3.4

救助工作車 103.0 92.6 10.4 103.0 92.5 10.5 106.1 91.2 14.9

消防職員 72.7 79.5 ▲ 6.8 72.3 78.3 ▲6.0 69.1 77.4 ▲8.3

（実人数） 3,343 3,332 3,269
※参考

消防水利 87.7 78.9 8.8 86.2 78.7 7.5 79.7 73.5 6.2

R4 R1 H27
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ウ 指令業務の課題 

指令システムが各消防本部において独自の仕様になっている中で 

の機器更新、ＩＣＴの進歩に伴う機能向上への対応、離島や山間地

における保守点検等、各消防本部において今後も多額の経費が必要

となることが、指令業務の課題としてあげられる。 

（資料編 表４「指令設備及び指令担当職員の状況」参照） 

 

２ 消防の将来の見通し 

(1) 人口と高齢化（国立社会保障・人口問題研究所推計） 

ア 全国的な動向 

戦後一貫して増加してきた我が国の総人口は、平成 20 年の１億

2,808 万人をピークに減少傾向となり、令和 17（2035）年には１億

1,664 万人となることが見込まれている。 

また、総人口に占める高齢者の割合は、令和２年の 28.6％から、 

令和 17（2035）年には 32.3％まで上昇することが見込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 新潟県の特性・課題 

本県の総人口は、平成９年の 249.2 万人をピークに減少に転じてお

り、令和 17（2035）年には 186.3 万人まで落ち込むことが見込まれて

いる。 

また、本県は全国より速いペースで少子高齢化が進展しており、令

和２年には 32.8％であった総人口に占める高齢者の割合は、令和 17

（2035）年には 37.4％まで上昇することが見込まれている。 

人口減少や少子高齢化の進展は、労働力人口の減少などによる経済

国立保障・人口問題研究所の推計を基に作成 
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活動の縮小や社会の活力の低下をもたらすだけでなく、地域社会の維

持が困難になるなど県民生活に大きな影響を及ぼすことが懸念され

る。 

（資料編 表５「市町村別の県内人口の予測」参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 火災・救急 

県内における火災発生件数は、ここ 10 年間、500～600 件程度で推移

しており、今後も同程度で推移するものと考えられる。 

救急搬送人員は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた令和元 

年及び２年を除き、一貫して増加しており、高齢化の進展等により今後

も増大することが見込まれる。 

また、救急需要の増加等に伴い、令和４年に県内 146,364 件となって

いる 119 番通報の件数についても増加していくものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 消防防災・震災対策現況調査（総務省消防庁）結果から作成 

国立保障・人口問題研究所の推計を基に作成 



 

- 13 - 
 

(3) 財政 

県内市町村の令和３年度歳出決算額のうち、消防費は約 394 億円とな

っている。歳出決算額に対して消防費が占める割合は、令和３年度まで

の 10 年間においては、概ね２～３％台で推移している。 

地方交付税における消防費の基準財政需要額については、人口が基準

とされており、人口減少とともに地方交付税額も減少していくことが見

込まれるため、消防力維持のための財政のぜい弱化が懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地方財政状況調査（総務省）結果から作成。 
※ 決算額は各市町村の数値を合算したもの。一部事務組合としての数値は計上
していない。 
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第３ 広域化等の必要性及び課題 

本県の総人口は減少する見通しであり、地域の消防に係る人的基盤は将

来的に弱まっていくおそれがある。 

一方で、そのような中、火災への対応・警戒は引き続き必要な状況であ

り、かつ、救急需要は上昇傾向にある。そのため、特に小規模な消防本部

においては、10 年後、20 年後の中長期的な視点から消防力を維持・確保

し、将来的にも住民の消防需要に対応し、迅速な消火活動や救急搬送等が

可能な体制を確立していく必要がある。 

１ 広域化及び連携・協力の必要性 

「消防力の維持・強化のための消防体制の構築に関する検討会報告書」

（令和５年６月、同検討会）によれば、消防の広域化等をすることによ

り、次のような効果が期待されるとしている。 

(1) 現場到着時間等の短縮 

広域化等による指令の一本化により、管轄区域を越えた災害地点（地

区）に近い署所からの出動や直近にいる部隊の出動の円滑化が図られる

ことで、災害に迅速に対応することが可能となる。 

さらには、消防の広域化をした場合、管轄全体を俯瞰した効率的な消

防署所や部隊の再配置が進められることで、地域内のどの災害にも迅速

に対応できる体制を確保することができるようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年６月 「消防力の維持・強化のための消防体制の構築に関す
る検討会報告書」から 
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(2) 初動体制の強化  

消防本部の規模が大きいほど、消防署所を複数構え、消防用車両も

多数整備していることから、初動態勢が整っている傾向にある。 

広域化により、火災初動対応車両を充実させることができるだけで

なく、管轄区域を越えた出動が可能となり、初動出動車両が増加するこ

とにより、鎮火の迅速化や被害の縮小など住民にとっても明確なメリッ

トが発生するとともに、周辺への延焼監視や安全管理員の出動など、よ

り安全で確実な消防活動に資する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 活動要員の増強、業務の専門化・高度化 

広域化等を行うことで、指令の一本化や本部機能の業務集約が進み、

指令部署や総務部署の職員を警防部署、予防部署等に再配置することが

可能となる。これにより、現場活動要員の増強が見込まれるほか、予防

担当者や火災原因調査員、ＤＸ担当等を専任で配置することが可能とな

り、業務の専門化・高度化が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年６月 「消防力の維持・強化のための消防体制の構築に関す
る検討会報告書」から 
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(4) 組織の活性化 

広域化により組織規模が大きくなることで、勤務先及び人員が増加

し、人事ローテーションによる人事の流動性の向上や派遣研修の充実に

よる人材育成につながり、組織の活性化が期待できる。 

 

(5) 経費削減 

広域化等により、消防車両、消防救急デジタル無線、消防指令センタ

ー等を一括整備又は共同整備することで、整備費等の削減効果が期待で

きる。 

 

(6) 本部規模の拡大に伴う部隊運用の柔軟化 

広域化により、消防本部の規模が拡大することで、非常時の要員の柔

軟な運用を図ることができるようになる。 

これにより、大規模な自然災害等発生時には、現場活動と並行して指

揮本部の設置や緊急消防援助隊の受援のための職員配置を行う等災害対

令和５年６月 「消防力の維持・強化のための消防体制の構築に関す
る検討会報告書」から 
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応体制を円滑に確保することができるようになる。 

 

(7) 消防機能の高度化等 

消防の広域化により、消防本部の規模が拡大することで、専門人材の

育成や 高機能な資機材の導入が可能となり、災害対応力の強化につな

がる。 

 

(8) 出動部隊数の確保 

広域化前と比べ、より多くの出動可能な部隊を確保し、同時に複数の

災害が発生した場合にも対応できるようになる。 

 

２ 広域化に伴う課題 

一方、同報告書には、広域化を検討したが実現に至らなかった消防本部

に対する調査結果として、以下の広域化が進まなかった理由（広域化に対

する懸念）が挙げられている。 

・ 財政負担・事務負担の増大の懸念 

・ 広域化により現行の災害対応力が低下することへの懸念 

・ 市町村の防災部局や消防団との連携がとりにくくなることへの懸念 

また、広域化が実現した消防本部に対する調査結果として、以下の意見

（広域化後の課題）が挙げられている。 

・ 構成市町村が複数になることにより、構成市町村との調整に時間を

要するようになった。 

・ 一部事務組合の設置により、総務部門の業務が増加した。 

・ 設備や資機材が高度化することに伴い、財政負担が増加した。 

 

３ 連携・協力の効果 

消防の広域化は、組織の統合に向けた調整が困難である等、実現には時

間を要する場合があるが、そのような場合、消防事務の性質に応じて一

部について柔軟に連携・協力することにより、消防力の強化に効果を生

み出していくことが可能となる。 

具体的には、次のような効果が期待されている。 

 

(1) 指令業務の共同運用 

指令業務の共同運用を行うことで、災害情報を一元的に把握し、効果

的・効率的な応援体制が確立されることや、消防本部間で様式を統一す
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ることによって、災害情報の統計資料としての活用も容易になること等

の効果がある。 

また、消防本部の管轄に関わらず現場に最先着できる隊に自動で出動

指令を行ういわゆる「直近指令」、出動可能な隊がなくなった場合に高

機能消防指令センターを共同運用している他消防本部の隊に自動で出動

指令を行ういわゆる「ゼロ隊運用」などの高度な運用を併せて行うこと

で、地域の消防体制の向上に一層資するものとなる。 

なお、指令業務の共同運用を検討する場合には、「消防本部の部隊運

用方式が異なるため、これを補完する工夫が必要になる場合があるこ

と」、「各消防本部で異なる勤務体制が混在する場合、勤務制度に配慮

する必要があること」、「共同指令センターとの通信回線コストとその

回線が障害になった場合の対応策が必要であること」などに留意する必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 消防車両等の共同整備 

はしご自動車や特殊災害車両等、出動頻度の高くない車両について

は、一定の圏域内で共同して整備し、当該圏域内の事案に対して出動す

る体制とすることによって、車両の購入費・維持管理費を効率化するこ

令和５年６月 「消防力の維持・強化のための消防体制の構築に関す
る検討会報告書」から 

＜指令業務の共同運用イメージ図＞ 
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とができる。 

また、複数の消防本部で共同整備することで、より高度な車両の配置

が可能になり、複雑化・多様化する災害への対応能力の向上も期待でき

る。 

 

(3) 専門的な人材育成の推進 

救急や予防など、特に高度・専門的な知識・技能が求められる業務に

ついては、中核的な消防本部が近隣の消防本部の職員を研修生として受

け入れることにより専門的な人材を育成し、圏域内の消防力の向上を図

ることができる。 
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第４ 広域化対象市町村並びに連携・協力の対象となる消防事務・対象市町村 

１ 広域化及び連携・協力に関する県の基本的な考え 

様々な災害・事案から住民の生命、身体及び財産を守るという消防の責

務はますます大きくなっている。将来を見据えて消防力を維持するため、

より一層効率的で効果的な消防体制を、市町村消防の原則を踏まえ、地域

の実情を最大限尊重した方法で構築する必要がある。 

そのため、次のとおり消防の広域化及び連携・協力に係る取組を推進す

ることとする。 

 

(1) 消防の広域化 

現時点では、県内において広域化に向けた気運が醸成されている状況

ではないが、一部の市町村は、将来的な広域化に関する検討の必要性を

認識していることから、市町村とともに、広域化のメリット・デメリッ

トや、他県における事例等の研究を進めることとする。 

 

(2) 指令業務の共同運用 

県内市町村は指令業務の共同運用の検討に概ね肯定的な意見を示して

いることから、全消防本部が参加する検討・協議の場を設けて、指令業

務の共同運用に係る検討を進める。 

指令業務の共同運用を実施する規模について、国は、連携・協力基本

指針において、「規模が大きいほど望ましいことにも鑑み、面積、人口

等において、標準的な規模の都道府県であれば、原則、全県一区とする

必要がある。なお、地理的な事情等によりそれが困難な場合であって

も、できる限り広域的な範囲での共同運用を目指すことが必要である」

としており、本県においても、段階的な実施を含め、可能な限り大きい

規模による共同運用を目指して、計画期間内に検討・協議を行うことと

する。 

 

(3) その他の連携・協力 

連携・協力基本指針において、消防の連携・協力の具体例として、

「指令の共同運用」のほかに、「消防用車両、資機材等の共同整備」、

「高度・専門的な違反処理や特殊な火災原因調査等の予防業務における

消防の連携・協力」、「特殊な救助等専門部隊（水難救助隊、山岳救助

隊、NBC 災害対応隊等）の共同設置」、「専門的な人材育成の推進」、

「訓練の定期的な共同実施」及び「現場活動要領の統一」が挙げられて
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おり、県においては市町村に対する情報提供を行うこととする。 

 

２ 広域化対象市町村及び広域化重点地域 

現時点では、広域化対象市町村及び広域化重点地域は定めないが、地

域の実情や状況に変化が生じた場合等には、市町村の自主的な取組を尊

重しながら、必要に応じて本計画を改定し、これらを指定するものとす

る。 

 

３ 連携・協力の対象となる消防事務及び対象市町村 

(1) 指令業務の共同運用 

対象市町村及びその組み合わせ並びに共同運用の目標時期について

は、今後、共同運用に向けた検討・協議が実施される中で、必要に応じ

て計画を改定し、定めることとする。 

なお目標時期は、計画期間にかかわらず、各消防本部の指令設備の更

新時期等を見据えた上で、最適と判断される時期とする。 

 

(2) その他の連携・協力 

今後、市町村間において連携・協力の検討が進んだ場合には、必要に

応じ本計画を改定し、対象となる消防事務及び対象市町村を指定する。 
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第５ 消防の広域化及び連携・協力を推進するために必要な措置 

  県は、市町村の自主的な取組を推進するため、次に掲げる措置を講ず

る。 

１ 広域化及び連携・協力を推進するための体制の整備 

(1) 広域化に関する勉強会の開催 

広域化のメリット・デメリットや、他県における事例について、市町  

村を対象とした勉強会を定期的に開催する。 

 

(2) 指令業務の共同運用に係る検討・協議の場の設置 

「新潟県指令業務の共同運用」検討委員会を、本計画改定後に開催

し、指令業務の共同運用に係る具体的な枠組み、目標時期、効果等の検

討を行うとともに、その成果に応じ、指令業務の共同運用の実現に向け

た市町村間の協議を進めることとする。 

 

２ 住民及び関係者に対する情報提供、普及啓発等 

  県の広報媒体やホームページの活用により、広く県民及び関係者への情

報提供や普及啓発を行う。 

 

３ 市町村に対する情報提供、相談対応等 

市町村に対し、広域化及び連携・協力に関する制度、国の財政措置、他

県事例、留意事項等について、随時情報提供を行うとともに、個別の相談

に積極的に応じる。 

 

４ 関係市町村間の協議の仲介、調整等 

関係市町村から求めがあったときは、市町村間の協議による合意形成に

向け、仲介、調整等を行う。 

 

５ 国への要望 

国の支援策の充実、財源の確保について、引き続き国へ要望していく。 
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第６ 広域化及び連携・協力後の消防の円滑な運営の確保に関する基本的な事

項 

１ 消防体制の整備 

(1) 広域化 

市町村の消防の広域化が行われた後に、広域化の効果を十分に発揮 

することができるよう、広域化後の消防において一元的な部隊運用、

出動体制、事務処理等が行われることが重要である。 

 

(2) 連携・協力 

実施計画の作成に当たっては、連携・協力基本指針別紙「連携・協

力実施計画に定める事項について」に示された事項について、あらか

じめ十分協議する必要がある。 

 

２ 市町村等間の関係 

広域化は主に組合又は事務委託、消防の連携・協力は主に協議会又は

事務委託により行われることとなるが、それぞれの特徴を踏まえ、関係

市町村等間の意思疎通及び情報共有が円滑に行われる方式を選択する必

要がある。 
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第７ 市町村の防災に係る関係機関相互間の連携の確保に関する事項 

１ 消防団との連携の確保 

広域化や連携・協力により指令業務の共同運用を実施した場合も、消防

本部と消防団の緊密な連携の確保を図ることが必要であり、地域の実情に

応じて、共同運用される指令設備と消防団との連絡通信手段を確保する必

要がある。 

 

２ 市町村防災担当部局との連携の確保 

市町村の防災・国民保護業務は、住民の安心・安全の確保という最も基

本的かつ重要な業務であり、また、関係部局・関係機関が多岐にわたるた

め、それら全体を総合的に調整できる責任者が実施することが必要であ

る。 

このため、地域の実情に応じて、連携・協力により指令業務の共同運用

を実施した消防本部と構成市町村等の防災・国民保護担当部局との緊密な

連携の確保を図ることが必要となる。 

そのために、具体的には、次のような方策が考えられる。 

(1) 防災担当部局と共同運用される指令設備との情報通信手段の充実

による連絡体制の強化 

(2) 防災行政無線の親機や遠隔操作機を共同運用される指令設備に設

置することによる 24 時間体制の確保 
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第８ 計画期間中における推進体制 

１ 広域化に関する勉強会の開催（再掲） 

広域化のメリット・デメリットや、他県における事例について、県は、

市町村を対象とした勉強会を定期的に開催する。 

 

２ 指令業務の共同運用に係る検討・協議の場の設置（再掲） 

「新潟県指令業務の共同運用」検討委員会を、本計画改定後に開催し、

指令業務の共同運用に係る具体的な枠組み、目標時期、効果等の検討を行

うとともに、その成果に応じ、指令業務の共同運用の実現に向けた市町村

間の協議を進めることとする。 

 〔検討事項〕 

ア 指令業務の共同運用の規模・枠組み及び目標時期の検討 

イ 指令業務の共同運用に係るメリット・デメリットの検証 

ウ 指令業務の共同運用を推進する上での課題の抽出及び解決策の検

討 

エ その他必要な事項 

 

３ 進捗管理 

「新潟県指令業務の共同運用」検討委員会において、毎年、２の検討・

協議の進捗状況のほか、市町村の個別の取組状況や国等の動向を確認し、

必要に応じ本計画の改定を検討することとする。 

 

４ 計画変更 

県は、市町村における検討の進捗や社会情勢の変化等により、連携・協

力の対象となる消防事務、広域化及び連携・協力対象市町村その他必要な

事項について検討を行う必要が生じた場合には、「新潟県指令業務の共同

運用」検討委員会等での検討結果を踏まえ、柔軟に本計画の変更を行う。 
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資 料 編 

【表１】

管轄人口 管轄面積 消防職員数

（人） （㎢） （人）

新潟市消防局 1 8 25 770,863 726.19 949

長岡市消防本部 1 3 9 255,938 841.02 339

上越地域消防局 2 6 2 214,205 1,419.52 299

新発田地域広域事務組
合消防本部

3 2 6 135,186 835.58 177

佐渡市消防本部 1 4 3 49,947 855.68 179

燕・弥彦総合事務組合
消防本部

2 4 1 84,674 136.11 157

柏崎市消防本部 3 1 4 86,551 512.70 156

三条市消防本部 1 1 5 92,928 431.97 151

村上市消防本部 3 1 5 60,724 1,483.56 147

十日町地域消防本部 2 1 2 57,556 760.60 113

南魚沼市消防本部 2 2 1 61,603 941.84 108

糸魚川市消防本部 1 1 3 39,377 746.24 91

阿賀野市消防本部 1 1 1 40,133 192.74 88

五泉市消防本部 1 1 1 46,931 351.91 86

魚沼市消防本部 1 1 1 33,438 946.76 73

加茂地域消防本部 2 1 1 35,811 165.43 61

阿賀町消防本部 1 1 3 9,625 952.89 64

小千谷市消防本部 2 1 1 37,371 205.22 63

見附市消防本部 1 1 1 38,881 77.91 60

県計 31 41 75 2,151,742 12,583.87 3,361

各消防本部の現況（令和５年）

出典　令和５年版消防防災年報（新潟県）（令和５年４月１日現在）
　　　「管轄人口」は、令和５年３月31日現在（住民基本台帳に基づく人口）
　　　「管轄面積」は、令和５年10月１日現在（国土交通省国土地理院公表の全国都道府県市区町村別面積調）

消防署 出張所等
管轄

市町村数
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【表４】

新潟市消防局 770,863 Ⅲ型 H18 16 949 26 2.7%

長岡市消防本部 255,938 Ⅱ型 H21 10 339 15 4.4%

上越地域消防局 214,205 Ⅱ型 R1 10 299 15 5.0%

新発田地域広域事務組
合消防本部

135,186 Ⅱ型

H17(情報系)
H20(指令系)
H25(指令系)
H30(情報系)

9 177 10 5.6%

佐渡市消防本部 49,947 離島型 H27 10 179 10 5.6%

燕・弥彦総合事務組合
消防本部

84,674 Ⅱ型 H27
装置別に
部分更新

157 9 5.7%

柏崎市消防本部 86,551 Ⅱ型 H10
装置別に
部分更新

156 9 5.8%

三条市消防本部 92,928 Ⅱ型 H23 15 151 8 5.3%

村上市消防本部 60,724 Ⅱ型
H29(通信系)
R3(情報系)

5 147 8 5.4%

十日町地域消防本部 57,556 Ⅱ型 H28
装置別に
部分更新

113 7 6.2%

南魚沼市消防本部 61,603 Ⅰ型 H23 15 108 7 6.5%

糸魚川市消防本部 39,377 Ⅰ型 H27 17 91 6 6.6%

阿賀野市消防本部 40,133 Ⅰ型 H22
装置別に
部分更新

88 6 6.8%

五泉市消防本部 46,931 Ⅰ型 H25 10 86 9 10.5%

魚沼市消防本部 33,438 Ⅰ型 H25 10 73 6 8.2%

加茂地域消防本部 35,811 Ⅰ型 H26 10 61 8 13.1%

阿賀町消防本部 9,625 Ⅰ型 R2
装置別に
部分更新

64 6 9.4%

小千谷市消防本部 37,371 Ⅰ型
H25(通信系)
R3(情報系)

装置別に
部分更新

63 6 9.5%

見附市消防本部 38,881 Ⅰ型 H26
装置別に
部分更新

60 6 10.0%

県計 2,151,742 3,361 177 5.3%

指令設備及び指令担当職員の状況（令和５年）

出典　令和５年版消防防災年報（新潟県）（令和５年４月１日現在）
　　　「指令設備等の状況に係る調査」（令和５年４月、県消防課調べ）
　　　「消防指令システムの経費等に係る照会」（令和５年11月、県消防課調べ）
　　　「管轄人口」は、令和５年３月31日現在（住民基本台帳に基づく人口）

型式
※１

導入年度

指令設備

耐用年数
（年）

消防
職員数

指令担当
職員数
※２

指令担当
職員の
割合

管轄人口
（人）

※１　指令設備の型式は次の管轄人口規模によって区分される
　   ・離島、Ⅰ型…10万人未満　・Ⅱ型…10万人以上40万人未満　・Ⅲ型…40万人以上
※２　「専ら通信指令業務に従事する職員」を計上しており、通常の勤務において消防車両に乗車することが
　　想定されている職員は除いている。
　　　ただし、阿賀町及び見附市については、「専ら通信指令業務に従事する職員」を設けていないため、
　　勤務実態等を考慮の上、「６人」とした。
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【表５】

2020年10月1日現在

（人） （人） 2020年比* （人） 2020年比*
新潟市 789,275 710,425 90.01% 616,385 78.10%
長岡市(川口地域を含む) 266,936 233,826 87.60% 197,104 73.84%
上越地域 218,430 179,860 82.34% 143,847 65.85%
　（上越市） 188,047 156,976 83.48% 127,657 67.89%
　（妙高市） 30,383 22,884 75.32% 16,190 53.29%
佐渡市 51,492 36,822 71.51% 25,968 50.43%
新発田地域 137,695 116,287 84.45% 94,798 68.85%
　（新発田市） 94,927 80,128 84.41% 65,061 68.54%
　（胎内市） 28,509 22,643 79.42% 17,257 60.53%
　（聖籠町） 14,259 13,516 94.79% 12,480 87.52%
燕・弥彦 84,906 72,765 85.70% 59,162 69.68%
　（燕市） 77,201 66,359 85.96% 54,136 70.12%
　（弥彦村） 7,705 6,406 83.14% 5,026 65.23%
三条市 94,642 79,189 83.67% 63,029 66.60%
村上市 62,915 46,551 73.99% 33,104 52.62%
　（村上市） 57,418 42,763 74.48% 30,615 53.32%
　（関川村） 5,144 3,543 68.88% 2,300 44.71%
　（粟島浦村） 353 245 69.41% 189 53.54%
柏崎市 90,019 72,526 80.57% 56,907 63.22%
　（柏崎市） 81,526 65,522 80.37% 51,217 62.82%
　（出雲崎町） 4,113 3,076 74.79% 2,158 52.47%
　（刈羽村） 4,380 3,928 89.68% 3,532 80.64%
十日町地域 58,809 42,978 73.08% 30,742 52.27%
　（十日町市） 49,820 36,402 73.07% 26,029 52.25%
　（津南町） 8,989 6,576 73.16% 4,713 52.43%
南魚沼市 62,618 51,885 82.86% 41,054 65.56%
　（南魚沼市） 54,851 45,236 82.47% 35,646 64.99%
　（湯沢町） 7,767 6,649 85.61% 5,408 69.63%
糸魚川市 40,765 30,494 74.80% 22,382 54.90%
阿賀野市 40,696 32,874 80.78% 24,893 61.17%
五泉市 47,625 36,553 76.75% 26,794 56.26%
魚沼市 34,483 25,869 75.02% 18,436 53.46%
加茂地域 36,668 27,336 74.55% 18,977 51.75%
　（加茂市） 25,441 18,746 73.68% 13,027 51.20%
　（田上町） 11,227 8,590 76.51% 5,950 53.00%
小千谷市 34,096 27,285 80.02% 20,714 60.75%
阿賀町 9,965 6,326 63.48% 3,802 38.15%
見附市 39,237 33,427 85.19% 26,906 68.57%
県計 2,201,272 1,863,278 84.65% 1,525,004 69.28%

市町村別の県内人口の予測
2035年推計

出典　2020年：令和２年国勢調査人口等基本集計結果（令和２年10月１日現在）
　　　2023年,2050年：国立社会保障・人口問題研究所
　　　「日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）」
*2020年の人口を100とした場合の比率

2050年推計
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「新潟県消防広域化等に関する推進計画」改定検討委員会設置要綱 
 

（目的） 
第１条 新潟県消防広域化等に関する推進計画の改定等について検討するため、

「『新潟県消防広域化等に関する推進計画』改定検討委員会（以下「検討委

員会」という。）」を設置する。 
 

（検討事項） 
第２条 検討委員会は次の事項について検討を行うものとする。 

(1) 新潟県における市町村消防の現状及び課題の分析 
(2) 新潟県における今後の市町村消防の広域化や連携・協力のあり方 

(3) その他必要な事項 

 

（組織） 

第３条 検討委員会は別表に掲げる委員をもって構成する。 

 

（委員長） 

第４条 検討委員会に委員長１人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

 

（運営） 

第５条 検討委員会は、新潟県防災局長が招集する。 

２ 新潟県防災局長が必要と認めるときは、検討委員会に委員以外の者を出席

させ、意見を聴取することができる。 

 

（事務局） 
第６条 検討委員会の事務局は新潟県防災局消防課におき、検討委員会の運営

に係る事務を処理する。 
 

（その他） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は

検討委員会が別に定める。 
 

附 則 

この要綱は、令和５年 12 月 14 日から施行する。 
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別表 
 

所  属  等 氏  名 備  考 

新潟大学経済科学部 准教授 中東 雅樹 委員長 

新潟大学医歯学系 教授 西山 慶  

公益財団法人新潟県消防協会 会長 
鈴木 守 
□口 茂吉 

 

新潟市消防局 消防局長 
小林 徹 
大泉 敏一 

 

長岡市消防本部 消防長 近藤 知彦  

上越地域消防局 消防局長 
池田 聡 
猪俣 浩之 

 

新発田地域広域事務組合消防本部 消防長 椿 芳行  

佐渡市消防本部 消防長 中野 照之  

燕・弥彦総合事務組合消防本部 消防長 若林 純一  

柏崎市消防本部 消防長 小林 晴久  

三条市消防本部 消防長 
古関 勝昭 
坂井 幸雄 

 

村上市消防本部 消防長 田中 一栄  

十日町地域消防本部 消防長 服部 勝志  

南魚沼市消防本部 消防長 
若井 髙志 
笛木 浩明 

 

糸魚川市消防本部 消防長 竹田 健一  

阿賀野市消防本部 消防長 
加藤 昭 
吉川 雅史 

 

五泉市消防本部 消防長 山田 幸平  

魚沼市消防本部 消防長 
古田島 丞 
桑原 健吾 

 

加茂地域消防本部 消防長 萱森 修一  

阿賀町消防本部 消防長 
伊藤 忍 
波田野 善弥 

 

小千谷市消防本部 消防長 村山 博  

見附市消防本部 消防長 
稲田 裕幸 
本間 章雄 

 

新潟県防災局消防課 課長 
伊與部 浩幸 
田崎 素子 

 

※ 氏名欄の上段は令和５年度委員、下段は令和６年度委員 


